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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第68期

第２四半期連結
累計期間

第69期
第２四半期連結
累計期間

第68期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　９月30日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　９月30日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （百万円） 45,193 38,263 93,046

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △41 423 1,020

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 31 374 547

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 133 311 993

純資産額 （百万円） 29,608 30,385 30,199

総資産額 （百万円） 40,329 40,324 40,953

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 1.83 22.21 32.25

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 72.6 74.8 73.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 698 489 2,332

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △320 △14 △341

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △252 △222 △492

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 7,681 9,306 9,053
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回次
第68期

第２四半期連結
会計期間

第69期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成26年
　７月１日
至平成26年
　９月30日

自平成27年
　７月１日
至平成27年
　９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 2.82 13.20

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、役務収益を含めて表示しております。

３．売上高には、消費税等は含んでおりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

５．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

(1）業績の状況

①経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用環境の改善や輸出関連企業で収益改善が見られ、緩やか

な回復基調で推移しました。一方、中国における経済成長率の鈍化にて世界的な景気減速感が漂い、先行き不透明

な状況で推移しました。

エネルギー業界では、原油価格が上昇基調から安値基調へと推移しましたが、燃料転換による需要減退は止めら

れず引き続き厳しい経営環境にありました。

建設業界では、首都圏を中心とした公共投資や民間設備投資等、高い需要動向が続き、一部ゼネコンでは利益率

の好転も見られましたが、相変わらずの原材料費の高騰と労働者不足は将来への不安材料を残しました。

その結果、当社グループの第２四半期連結累計期間における売上高に役務収益を加えた営業収益は、原油安によ

るエネルギー価格の大幅な下落により382億６千３百万円（前年同期比15.3％減）となりましたが、営業利益は、

前期に引き続き底堅く推移した建設資材に加え、エネルギー関連の市場環境も堅調に推移し２億４千万円（前年同

期は営業損失２億５千７百万円）、経常利益は、４億２千３百万円（前年同期は経常損失４千１百万円）、親会社

株主に帰属する四半期純利益は、第１四半期連結累計期間に厚生年金基金解散に伴う引当金の戻入れ１億６千５百

万円を特別利益に計上したことも寄与し、３億７千４百万円（前年同期比1,104.2％増）となりました。

なお、セグメント別での業績は次のとおりです。

産業エネルギーは、広域営業と販売チャネル毎の特性を活かした提案営業を推進しました。石油製品は需要の減

退や価格不調の影響から販売数量は前年同期を下回りましたが、飲食店向けガスは、京滋地区の新設チェーン店を

中心に間口拡大を図り、販売数量は前年同期を上回りました。高付加価値商材の濾過装置「リクレアン」は、景気

拡大に伴う需要の増加や環境問題の高まりを背景とした提案営業の推進により売上高は前年同期を大幅に上回りま

した。その結果、営業収益（役務収益を含む）は石油製品の販売数量減少に加え、原油安から販売単価が前年同期

より大幅に下落したことが影響して147億９千６百万円（前年同期比29.9％減）となりましたが、セグメント利益

は市場環境が前年同期より堅調であったことも加わり、２億５千１百万円（前年同期比170.5％増）となりまし

た。

建設資材は、需要が堅調な東京・名古屋・大阪とその周辺エリアを中心に販売間口の拡大と深掘営業を推進し、

生コンクリートの販売数量は前年同期を上回りましたが、地元大型物件の一巡や生コン工場稼動減の影響が大き

く、セメント・建材は前年同期を下回りました。その結果、営業収益（役務収益を含む）は生コンクリートの増販

及び販売単価上昇の効果がセメントと建材の販売数量減少分を上回り、171億１千７百万円（前年同期比0.7％増）

となり、セグメント利益は貸倒費用の減少が押し上げ要因となり、２億５千５百万円（前年同期比1.4％増）とな

りました。

生活サポートは、サービスステーションではガソリンの販売だけでなく、車の販売・車検・軽鈑金・洗車・タイ

ヤ・保険に至るまで、お客様のカーライフを総合的に提供可能な店舗（B-Cleショップ）の水平展開を図る中、旗

艦店の「彦根松原サービスステーション」に軽鈑金工場を設置しました。オリックスレンタカーは、京都の地の利

を活かした観光需要の掘り起こしを推進しました。家庭用小売ガスでは、「匠の会」を結成し、新規獲得・機器・

リフォームの受注に注力しました。宅配水事業は、商業施設でのイベントに加え、テレマーケティングを活用した

顧客獲得に取り組みました。その結果、営業収益（役務収益を含む）は原油安の影響から63億３百万円（前年同期

比10.4％減）となりましたが、セグメント利益はレンタカー事業における償却費用の軽減もあり、１千７百万円

（前年同期はセグメント損失２億２千５百万円）となりました。なお、10月には「B-Cleショップけいはんな光台

サービスステーション」を新設オープンしました。
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②財政状態の分析

（資　産）

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、403億２千４百万円となり、前連結会計年度末と比較して６億

２千８百万円の減少となりました。主な要因は、「現金及び預金」が２億５千３百万円、「前渡金（流動資産その

他）」が18億９百万円それぞれ増加した一方で、「受取手形及び売掛金」及び「電子記録債権」が24億１百万円、

「工事未収金」が２億８千３百万円、「投資有価証券」が２億７千３百万円それぞれ減少したことによるものであ

ります。

（負　債）

当第２四半期連結会計期間末における負債は、99億３千９百万円となり、前連結会計年度末と比較して８億１千

４百万円の減少となりました。主な要因は、「支払手形及び買掛金」が２億４千１百万円、「工事未払金」が１億

２千７百万円、「未払金（流動負債その他）」が１億３千５百万円、「厚生年金基金解散損失引当金」が１億６千

５百万円それぞれ減少したことによるものであります。

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末における純資産は、303億８千５百万円となり、前連結会計年度末と比較して１億

８千５百万円の増加となりました。主な要因は、自己株式の取得により「自己株式」が５千１百万円増加、「その

他有価証券評価差額金」が６千７百万円減少しましたが、剰余金の配当７千２百万円、親会社株主に帰属する四半

期純利益３億７千４百万円により「利益剰余金」が３億１百万円増加したことによるものであります。

この結果、自己資本比率は74.8％、１株当たり純資産額は1,795円07銭となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。)は、93億６百万

円となり、前連結会計年度末と比較して２億５千２百万円の増加となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益、売上債

権の減少及び仕入債務の減少、その他の流動資産の増加、その他の流動負債の減少等の結果、４億８千９百万円の

資金の増加（前年同期は６億９千８百万円の資金の増加）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入による支出、貸付に

よる支出、有形及び無形固定資産の取得による支出及び定期預金の払戻による収入、投資有価証券の償還による収

入等の結果、１千４百万円の資金の減少（前年同期は３億２千万円の資金の減少）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払額、リース債務の返済

による支出、自己株式の取得による支出及び長期借入れによる収入等の結果、２億２千２百万円の資金の減少（前

年同期は２億５千２百万円の資金の減少）となりました。

なお、提出会社の配当金につきましては、７千２百万円の支払いを行っております。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 95,802,000

計 95,802,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 24,053,942 24,053,942
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株

計 24,053,942 24,053,942 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成27年７月１日～

平成27年９月30日
－ 24,053,942 － 5,549 － 5,456
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（６）【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

有限会社ケイアイエンタプラ

イズ
京都市右京区嵯峨小倉山堂ノ前町10 1,640 6.81

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（退職給付信託コ

スモ石油口）

東京都港区浜松町２丁目11－３ 1,495 6.21

三菱マテリアル株式会社 東京都千代田区大手町１丁目３－２ 1,098 4.56

BBH FOR FIDELITY LOW-

PRICED STOCK FUND

(PRINCIPAL ALL SECTOR

SUBPORTFOLIO)

（常任代理人 ㈱三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行）

245 SUMMER STREET BOSTON, MA 02210

U.S.A.

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１）

896 3.72

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 857 3.56

金下建設株式会社 京都府宮津市字須津471－１ 801 3.33

豊国石油株式会社 大阪府高石市高砂２丁目６ 700 2.91

上原成商事従業員持株会 京都市中京区御池通烏丸東入仲保利町191 602 2.50

上原一晃 京都市右京区 512 2.13

株式会社京都銀行

（常任代理人 資産管理サー

ビス信託銀行㈱）

京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町700

（東京都中央区晴海１丁目８－12）
499 2.07

計 － 9,103 37.84

 
（注）１．豊国石油株式会社が所有している株式については、会社法施行規則第67条第１項の規定により議決権の

行使が制限されています。

２．上記のほか、自己株式が7,023千株あります。

３．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託コスモ石油口）の持株数1,495千株は、コスモ石

油株式会社が同行に委託した退職給付信託の信託財産であり、その議決権行使の指図権はコスモ石油株

式会社が留保しております。尚、コスモ石油株式会社は、平成27年10月１日、株式移転により持株会社

コスモエネルギーホールディングス株式会社の完全子会社となっております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　　7,023,000
－ 単元株式数 1,000株

（相互保有株式）

普通株式　　　700,000
－ 同　上

完全議決権株式（その他） 普通株式　 16,264,000 16,264 同　上

単元未満株式 普通株式　　　 66,942 －
１単元（1,000株）

未満の株式

発行済株式総数 24,053,942 － －

総株主の議決権 － 16,264 －

（注）「単元未満株式」には、当社所有の自己株式281株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）
京都市中京区御池通烏丸

東入仲保利町191番地

    

上原成商事株式会社 7,023,000 － 7,023,000 29.19

（相互保有株式）
大阪府高石市高砂２丁目

６

    

豊国石油株式会社 700,000 － 700,000 2.91

計 － 7,723,000 － 7,723,000 32.10

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、京都監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,338 10,591

受取手形及び売掛金 13,281 10,934

電子記録債権 467 412

工事未収金 1,120 837

有価証券 500 600

商品及び製品 487 468

未成工事支出金 25 25

その他 551 2,477

貸倒引当金 △329 △162

流動資産合計 26,444 26,186

固定資産   

有形固定資産 4,781 4,818

無形固定資産   

のれん 270 224

その他 99 90

無形固定資産合計 369 314

投資その他の資産   

投資有価証券 3,818 3,544

差入保証金 4,825 4,821

その他 886 785

貸倒引当金 △173 △147

投資その他の資産合計 9,357 9,004

固定資産合計 14,508 14,138

資産合計 40,953 40,324
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,014 4,772

工事未払金 598 471

短期借入金 208 175

未払法人税等 148 233

賞与引当金 229 201

役員賞与引当金 46 22

厚生年金基金解散損失引当金 441 276

その他 2,637 2,376

流動負債合計 9,324 8,529

固定負債   

退職給付に係る負債 378 321

役員退職慰労引当金 368 362

その他 681 726

固定負債合計 1,429 1,409

負債合計 10,753 9,939

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,549 5,549

資本剰余金 5,458 5,458

利益剰余金 20,292 20,593

自己株式 △2,294 △2,346

株主資本合計 29,005 29,255

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,023 956

退職給付に係る調整累計額 △55 △49

その他の包括利益累計額合計 968 906

非支配株主持分 225 223

純資産合計 30,199 30,385

負債純資産合計 40,953 40,324
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 44,612 37,682

売上原価 42,170 34,965

売上総利益 2,442 2,716

役務収益 580 581

営業総利益 3,022 3,298

販売費及び一般管理費 ※１ 3,280 ※１ 3,057

営業利益又は営業損失（△） △257 240

営業外収益   

受取利息 31 30

受取配当金 21 19

仕入割引 37 26

報奨金 78 74

持分法による投資利益 23 11

その他 51 44

営業外収益合計 244 206

営業外費用   

支払利息 6 5

売上割引 14 11

その他 6 6

営業外費用合計 27 23

経常利益又は経常損失（△） △41 423

特別利益   

固定資産売却益 － 0

投資有価証券売却益 0 0

役員退職慰労引当金戻入額 ※２ 151 －

厚生年金基金解散損失引当金戻入額 － ※３ 165

特別利益合計 152 165

特別損失   

固定資産処分損 5 0

リース解約損 2 －

投資有価証券売却損 － 0

特別損失合計 7 0

税金等調整前四半期純利益 103 588

法人税等 67 214

四半期純利益 36 373

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 31 374

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
4 △0

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 85 △67

退職給付に係る調整額 12 5

その他の包括利益合計 97 △62

四半期包括利益 133 311

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 127 312

非支配株主に係る四半期包括利益 5 △0
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 103 588

減価償却費 276 195

長期前払費用償却額 6 7

のれん償却額 33 47

持分法による投資損益（△は益） △23 △11

投資有価証券売却損益（△は益） △0 △0

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △289 △6

賞与引当金の増減額（△は減少） 8 △28

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △34 △50

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △21 △23

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2 △192

厚生年金基金解散損失引当金の増減額（△は減

少）
－ △165

受取利息及び受取配当金 △52 △49

支払利息 6 5

固定資産売却損益（△は益） 4 △0

売上債権の増減額（△は増加） 1,868 2,685

たな卸資産の増減額（△は増加） 51 18

差入保証金の増減額（△は増加） △53 4

その他の流動資産の増減額（△は増加） 29 △1,806

投資その他の資産の増減額（△は増加） △14 26

仕入債務の増減額（△は減少） △330 △368

その他の流動負債の増減額（△は減少） △697 △201

その他 9 △87

小計 876 586

利息及び配当金の受取額 34 32

利息の支払額 △2 △2

法人税等の支払額 △213 △127

法人税等の還付額 4 0

営業活動によるキャッシュ・フロー 698 489

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △191 △111

定期預金の払戻による収入 118 111

投資有価証券の取得による支出 △3 △2

投資有価証券の売却による収入 1 0

投資有価証券の償還による収入 － 100

貸付けによる支出 △2 △103

貸付金の回収による収入 20 21

有形及び無形固定資産の取得による支出 △266 △61

有形及び無形固定資産の売却による収入 4 0

資産除去債務の履行による支出 － △9

その他 △1 42

投資活動によるキャッシュ・フロー △320 △14
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  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △78 △33

長期借入れによる収入 － 50

長期借入金の返済による支出 △25 △26

リース債務の返済による支出 △72 △88

配当金の支払額 △73 △72

非支配株主への配当金の支払額 △1 △0

自己株式の取得による支出 △0 △51

財務活動によるキャッシュ・フロー △252 △222

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 126 252

現金及び現金同等物の期首残高 7,555 9,053

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 7,681 ※ 9,306
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動

による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法

に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理

の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させ

る方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の

変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度について

は、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業分

離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将来にわ

たって適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（四半期連結貸借対照表関係）

１．偶発債務

セメント・生コンクリート協同組合等からの仕入債務等に対し、保証を行っております。

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

京都中央生コン販売㈿ 100百万円（注） 京都中央生コン販売㈿ 100 百万円（注）

滋賀南西部生コン販売㈿ 60 （注） 滋賀南西部生コン販売㈿ 60 （注）

京都セメント・生コン卸㈿ 16 （注） 京都セメント・生コン卸㈿ 16 （注）

滋賀県セメント販売㈿ 3 （注） 滋賀県セメント販売㈿ 3 （注）

その他（６社） 1  その他（４社） 1  
 
（注）京都中央生コン販売㈿、滋賀南西部生コン販売㈿については組合員１社当たりの極度額、京都セメント・生コン

卸㈿、滋賀県セメント販売㈿については組合員のシェア割合分の極度額を記載しております。

 

２．受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

受取手形割引高 －百万円 －百万円
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（四半期連結損益及び包括利益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
　　至 平成26年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
　　至 平成27年９月30日）

人件費 1,238百万円 1,227百万円

賞与引当金繰入額 199 199

役員賞与引当金繰入額 21 22

退職給付費用 57 40

役員退職慰労引当金繰入額 87 20

貸倒引当金繰入額 8 △30

 

※２．役員退職慰労引当金戻入額

前第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年９月30日）

平成26年６月をもって退任した取締役１名の役員退職慰労金一部返上の申し出による引当金の取り崩しで

あります。

 

※３．厚生年金基金解散損失引当金戻入額

当第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年９月30日）

当社及び一部連結子会社が加入する「京滋石油厚生年金基金」は、特例解散に向け厚生労働省への解散認

可申請を行いました。それに伴い申請時点での基金全体の不足額と指数に基づいて各事業所の負担額の再計

算がなされた結果により、引当金の一部を戻入れたものであります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 9,160百万円 10,591百万円

担保提供又は預入期間が３か月を超える

定期預金
△1,478 △1,285

現金及び現金同等物 7,681 9,306
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 73 4.25 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月13日

取締役会
普通株式 73 4.25 平成26年９月30日 平成26年12月２日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 72 4.25 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月12日

取締役会
普通株式 72 4.25 平成27年９月30日 平成27年12月２日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
 

産業
エネルギー

建設資材
生活
サポート

計

売上高       

外部顧客への売上高 21,109 17,001 7,036 45,147 46 45,193

セグメント間の内部

売上高又は振替高
261 5 6 273 － 273

計 21,370 17,006 7,043 45,420 46 45,467

セグメント利益又は

損失（△）
93 252 △225 119 46 166

 
（注）１．「その他」の区分は、主に本社ビル・駐車場の地代と外食店舗の賃貸料等であります。

２．売上高には役務収益を含めております。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 119

「その他」の区分の利益 46

セグメント間取引消去 0

全社費用（注） △424

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業損失 △257

 
（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
 

産業
エネルギー

建設資材
生活
サポート

計

売上高       

外部顧客への売上高 14,796 17,117 6,303 38,217 46 38,263

セグメント間の内部

売上高又は振替高
204 2 5 213 － 213

計 15,000 17,120 6,309 38,430 46 38,477

セグメント利益 251 255 17 524 46 570

 
（注）１．「その他」の区分は、主に本社ビル・駐車場の地代と外食店舗の賃貸料等であります。

２．売上高には役務収益を含めております。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 524

「その他」の区分の利益 46

セグメント間取引消去 0

全社費用（注） △330

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益 240

 
（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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（金融商品関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成27年９月30日）

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認め

られないため注記を省略しております。

 

（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成27年９月30日）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認め

られないため注記を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成27年９月30日）

デリバティブ取引の契約額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められないため

注記を省略しております。

 

（企業結合等関係）

当第２四半期連結会計期間（自平成27年７月１日　至平成27年９月30日）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 １円83銭 22円21銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万

円）
31 374

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
31 374

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,024 16,854

 
（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成27年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………72百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………４円25銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成27年12月２日

（注）平成27年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成27年11月12日

上原成商事株式会社

　取締役会　御中

 

京都監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　眞吾　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 浦上　卓也　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている上原成商事株式

会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、上原成商事株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

上原成商事株式会社(E02669)

四半期報告書

22/22


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益及び包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

